


 

 

JILPT 調査シリーズ No.115 
2014 年 5 月 

 

 

 

 

 

子育て世帯の追跡調査（第１回：2013 年） 
－2011･2012 年調査との比較－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人 労働政策研究･研修機構 
The Japan Institute for Labour Policy and Training 

 



 

 

ま え が き 

 

本調査は、2011 年と 2012 年に行われた「子どものいる世帯の生活状況および保護者の就

業に関する調査」（略称：子育て世帯全国調査）の同じ協力者に対して、その就業と生活状況

について追跡した調査である。 

子育て世帯の税込年収は、今回の調査において初回調査時（2011 年）より 10%以上の大幅

な増加があった世帯が、4 割強を占めている。また、ふたり親世帯を中心に、暮らし向きが

大変苦しいと回答した世帯が減少するなど、暮らし向きのゆとり感に改善の傾向が見られた。 

妻の就業収入が世帯年収のアップ・ダウンを大きく左右している。実際、年収が大幅にアッ

プした世帯では、妻の就業率が 6.3 ポイント上昇し、その平均就業収入は 46.8 万円も増えて

いる。一方、年収が大幅にダウンした世帯では、妻の平均就業年収は 56.8 万円減少している。 

また、今回の調査では、家事時間についても調査している。これによれば、夫の家事時間

数は、妻の就業時間数の変化に追いついておらず、妻の就業時間数が大幅に増加した（＋10%

以上、週平均 10 時間増）家庭でも、夫の家事時間数はわずかしか増えていない（週平均 28

分増）。女性ばかりに賃金労働と家事労働の二重負担が集中する傾向は、今後一層強くなる恐

れもある。 

本調査（2013 年）との比較に用いた初回調査（2011、2012 年）の集計結果は JILPT 調査シ

リーズ No.95『子どものいる世帯の生活状況および保護者の就業に関する調査』（2012 年 3

月）および No.109『子どものいる世帯の生活状況および保護者の就業に関する調査 2012（第

2 回子育て世帯全国調査）』（2013 年 4 月）として公表されている。本調査シリーズと併せて

ご活用いただければ幸いである。 

最後に、お忙しい中初回調査に続き追跡調査にもご協力くださったみなさまに心より厚く

御礼を申し上げたい。 
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